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２Ｃ０１ 

国際競争力のある技術移転モデルの研究―日本市場進出外資系企業２社の事例― 

○矢野博之, 井川康夫（北陸先端科学技術大学院大学） 

 
 

1. 序論  
戦後、日本は、「技術導入」を積極的に進め、

経済発展を成し遂げてきたが、その対価は特許

権等使用料という形で外国企業に支払い続け、

2002 年まで支払い超過で赤字が続いていた。が、

ようやく 2003 年に収入が支出よりも多い技術

貿易収支の初の黒字化を達成し、2007 年（暦年）

では、7,729 億円の黒字を確保するに至ってい

る。 1 
純粋なライセンス供与のほか主として、企業

活動のグローバル化の進展の中で、活発な海外

直接投資の結果、日本企業の海外現地法人から

のロイヤルティ収入が増大したことが黒字化

に大きく寄与している。  
したがって、これらの状況下での黒字は、直

接投資先の景気変動や外国為替の変動によっ

て大きく増減するものであり、将来もこの黒字

を維持できるかどうか予断を許さない状況下

にある。  
 
一方、日本市場に進出している外資系企業、

なかでも情報通信産業の獲得するロイヤルテ

ィは年々増加し、その技術力と技術移転モデル

は国際競争力を発揮しているところである。日

本においても現在の黒字を継続するためには、

これら欧米企業の先進事例を研究し、付加価値

が高く、高ロイヤルティが得られる技術移転モ

デルの応用展開が必要になってくる。  
本論文では、知識科学からのアプローチによ

り国際競争力のある技術移転モデル（仮説）を

設定し、先進事例として日本オラクルグループ

と日本ベリサイングループの事例からこれを

検証するものである。  
 

2．先行研究レビュー 

 

まず、技術移転を含め一般的に知識移転では、

形式知と暗黙知はどのような形で移転するの

                                                                 
1 ）財務省公表「国際収支状況の推移」より  

が効果的なのだろうか。従来説では、「形式知

から形式知への移転」、「暗黙知から暗黙知へ

の移転」とそれぞれ別々に２項対立的にとらえ

られてきた。これに対して、梅本（2003）2は、

「それらは相互補完的なものであり、実際は２

つを組み合わせた仕組みが重要なのである。」

と、指摘している。 

 

次に、技術移転をしてロイヤルティ収入を得

る方法として、「海外直接投資かライセンス供

与かの選択問題」が存在し、１９７０年代から

研究が行われ研究成果が蓄積しているところ

である。その判断基準としては、①技術保有企

業の海外展開能力②輸出技術の暗黙性③技術

受入国における立地条件④技術変化のスピー

ド⑤競争増加の影響⑥技術の種類（プロセス技

術と製造技術）⑦輸出技術の革新性などが存在

する。一般的に企業では、これらの判断基準を

もとに海外直接投資かあるいは、ライセンス供

与かの選択が行われている。 

 

この中で、対価として高いロイヤルティが得

られるには、どのような技術なのか、技術をど

ういった形で輸出すればより高い付加価値を

つけることができるのかという論点で、先行研

究が行われているものは見当たらなかった。  
 
近い論点としては、「輸出技術の暗黙性」の

観点から、プラントと人材のパッケージや包括

的技術契約の場合は、「海外直接投資」を選択

するのに対して、技術単独供与の場合には、

「ライセンス供与」を選択するのが、Davies
（1977）によって明らかにされている。  

 
では、見方を変えて、以上のような経済学的

な観点ではなく、知識科学的観点から、つまり、

                                                                 
2 ）ナンシー・Ｍ・ディクソン著 ,梅本勝博 ,遠
藤温 ,末永聡訳「ナレッジ・マネジメント５つの

方法」2003,生産性出版 ,p263,訳者あとがき  
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海外直接投資とライセンス供与、どちらも知識

移転の形態であることから、どちらがより、高

い付加価値を伴った知識移転なのか、また技術

移転過程で形式知と暗黙知はそれぞれどのよ

うな働きを果たすのかについて考察し、仮説モ

デルを提示する。  
 

3．国際競争力のある技術移転モデル（仮説モ

デル提示） 

 

3.1 海外技術移転における形式知と暗黙知の

役割 

 

では、海外に技術移転をするにあたって、形

式知と暗黙知はどのような役割を果たすので

あろうか。海外直接投資型モデルの場合を念頭

に（Ⅰ）国内で研究開発活動（Ⅱ）海外へ技術

移転（Ⅲ）海外現地法人の習熟・マスター、以

上３フェーズに分けてそれぞれの役割を考察

した。 

形式知

暗黙知

特許化

人に体化し
た技術・ノウ
ハウ

形式知化
した技術

研究開発活動

国

内

海

外

ライセンス供与

形式知 形式知

ノウハウ提供・
技術指導

国

内

暗黙知

（Ⅰ）国内で研究開発活動 （Ⅱ）海外へ技術移転

海

外

暗黙知

（Ⅲ）海外現地法人

習熟・マスター

形式知

暗黙知

＋

【図１】海外技術移転の形式知と暗黙知
 

フェーズ（１）国内で研究開発活動 

 

研究開発が一定の成果をあげるとそれは「特

許権」や「実用新案権」として結実していくこ

ととなる。一方、形式知化されなかったものは、

最終的には「人」に体化された技術・ノウハウ

として、社員や組織に残ることとなる。が、こ

れがフェーズ（Ⅱ）で重要な役割を担うことと

なる。 

 

フェーズ（Ⅱ）海外へ技術移転 

 

ここでは、日本国内で確立された生産技術・

ノウハウを海外現地法人へ技術移転を行うこ

ととなる。ライセンス供与については、国内の

「形式知」から海外の「形式知」へ移転される

こととなる。 

同時に、「人に体化された技術・ノウハウ」

の移転については、face to face で対面的に

技術指導等を通して「暗黙知」→「暗黙知」の

移転となる。 

 

フェーズ（Ⅲ）海外現地法人 習熟・マスター 

 

フェーズ（Ⅱ）で移転を受けた「ライセンス

供与（形式知）」と「ノウハウ提供・技術指導

（暗黙知）」をもとに習熟・マスターしていく

中で相互変換が起こり、現地化されていく過程

と考える。 

 

3.2 国際競争力のある技術移転モデル（仮説） 

 

上記の通り、 

 

海外直接投資＝ライセンス供与（形式知）＋

ノウハウ・技術指導（暗黙知） 

 

すなわち、技術移転の形式知と暗黙知を「相互

補完的」かつ「組合せ」を考慮した適正なジョ

イント・モデル型にすることにより、高付加価

値化（＝高いロイヤルテイ）させることができ、

より競争優位が働く（＝他社に模倣されにく

い）ことになる。つまり、国際競争力のある技

術移転モデルが実現できる。 

形式知

暗黙知

＋

形式知

暗黙知

融合・変換

技術移転

対価の＄ロイヤルティ

A 国（親会社） B国（海外子会社）

～ 海外直接投資型技術移転 ～

○高付加価値化と競争優位の確立＆○長期継続的リターンのスキーム

経営目標

ライセンス供与

ノウハウ提
供・技術指導

＋

＝

＝

相互
補完

組合
せ

【図２】国際競争力のある技術移転モデル（仮説）  
 

4．技術移転モデル（仮説）の検証と考察 

 

4-1 モデル検証の考え方 

 

海外直接投資を行っている企業の中で、付加価
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値の高い技術移転を行い、その対価として高ロ

イヤルティを獲得している企業を対象とする。

国際間で親子会社がともに上場し、財務諸表や

技術移転契約が公開されている企業グループ

（日米オラクルグループ及び日米ベリサイン

グループ）を選択した。（日本ベリサインの事

例については、紙面の都合で割愛） 

 

4-2 事例研究（日米オラクルグループ） 

 

海外子会社の日本オラクルが親会社の米オラ

クルにロイヤルティを支払う理由として、「海

外子会社では研究開発活動は行っていないの

で、その対価相当額として親会社へロイヤルテ

ィを支払う」（日本オラクル株主通信特別号

（2003 年 10 月））と説明しているところである

が、日米双方の財務諸表から米オラクル（親会

社）の R&D 経費対売上高と日本オラクル（海外

子会社）のロイヤルティ対売上高を過去３ヶ年

間、比較したものが【表 1】である。日本オラ

クルのロイヤルティ対売上高は 31%超となって

おり、米オラクルの R&D経費対売上高の 12～13%

を大幅に上回っている。 

親会社（米オラクル）のR&D経費率と海外子会社（日本オラクル）
のロイヤルティ率の比較推移表

（単位:％）

2007/5期 2006/5期 2005/5期

米オラクル R&D経費
(親会社） 対売上高 12.2 13.0        12.6
日本オラクル ロイヤルティ
(海外子会社） 対売上高 31.5 31.6 31.8

【表１】

【出典】 Oracle Corp.及び日本オラクルの有価証券報告書より抜粋し、

筆者作表

 

一方で、技術移転の中で、形式知と暗黙知の

果たす役割を有価証券報告書で公開している

技術移転契約を分析することにより明らかに

したものが【表 2】である。日本オラクルは 

親会社の米オラクルと（a）～（d）まで４本の 

契約を結んでいるが、その契約内容から判断し 

（a）(b)は、分類としては、「ライセンス契約」

で知識のタイプとしては、「形式知」となる。

（c）は「ノウハウ・技術指導」に分類され、

知識のタイプとしては、「暗黙知（一部は形式

知）となる。また、(d)は、商標（広義には、

ライセンス供与）に分類され、知識のタイプと

しては、形式知となる。 

技術移転契約：日米オラクルグループの形式知と暗黙知のジョイント

形式知
暗黙知（一部

形式知）
形式知形式知知識のタイプ

定型
非定型（一部

は定型）
定型定型業務の質

商標
ノウハウ・技
術指導ライセンス供与ライセンス供与分 類

商標使用日本市場カ
スタマイズ/
ソースコード
修正

２次代理店へ
の使用許諾

日本エンドユー
ザーへの販促・
使用許諾契約内容

(d)(c)(b)(a)契約番号

【出典】同社有価証券報告書【重要な契約】より抜粋し、分類加工

【表２】

【表 1】の R&D 経費率とロイヤルティ率の差  
（日本オラクルが支払っている＋αのロイヤ

ルティ）は、【表 2】の契約番号（c）（d）の対

価と考えることができる。親会社からすれば 

技術移転の中に形式知と暗黙知を効果的に組

み合わせることにより、＋αの追加的なロイヤ

ルティを獲得する（＝付加価値の高い技術移転

の実現）と同時に、他社からの模倣を困難にし、

参入障壁を築いている、と考えることができる。 
 

また、この検証の過程で、新たに発見したこ

ととして、日本オラクルのセグメント別売上高

を考察すると、【図 3】の通り、アップデートサ

ービス＆プロダクトサポート部門の伸長が同

社の業績向上に大きく貢献していることがわ

かる。つまり、一回のみの技術移転ではなく、

技術移転後の様々な改善事項等のフィードバ

ックがあり、それらをもとに新たな研究開発が

行われ、それが「アップデート版」として製品

化され、「再」技術移転が起きていることが判 

【出典】同社有価証券報告書およびIR情報より作成
【図３】日本オラクル　セグメント別売上高の推移と再技術移転
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る。同時にそれに伴い、その対価として「再」

ロイヤルティの獲得が発生している。  
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5．技術移転モデルの進化発展型―技術移転サ 

  イクルモデル 

 

①  フェーズⅠ（単純移転型） 

 

ライセンス供与（＝形式知）とノウハウ提供・

技術指導（＝暗黙知）の相互補完と適切な組合

わせを考え、海外直接投資型「ジョイント・モ

デル」とすることにより、技術的価値の増大を

目指し、競争優位の確立（＝簡単に模倣させな

い）を図り、その移転対価としてのロイヤルテ

ィ収入の増大につなげる。 

 

②フェーズⅡ（フィードバック段階の技術移転

モデル） 

 

 技術移転後の新たな新知見や新たな改善事

項やユーザーの声などが、親会社へフィードバ

ックされ、それらの蓄積をもとに新たな知識創

造（技術開発）が行われる。 

 

③  フェーズⅢ（技術移転サイクルモデル） 

 

フィードバック後の新たな技術開発から再技

術移転が起こることとなり、よりパワーアップ

した技術移転サイクルが回ることとなる。 

 

形式知

＋

暗黙知
技術移転①

＄ロイヤルティ

新知見、経験知のフィード
バック

再技術移転②

再々技術移転③

形式知

＋

暗黙知

フィードバックと知識創造

移転元 移転先

①＋②＋③

技術導入によるキャッチアップ

UP UP

UP
UP

新知見、経験知の

フィードバック

技
術
的
価
値
の
増
大

【図４】国際競争力のある技術移転モデル

～ 海外直接投資型モデル（技術移転サイクルモデル） ～

キャッチアップ

 
 

移転元の親会社は、フィードバックと知識創

造が起き、移転先の海外子会社では、技術導入

とキャッチアップが行われることとなる。 

（【図 4】参照） 

 

 

 

6．技術移転モデルのまとめ 

 

国際競争力のある技術移転モデルとして 

【基本型】「形式知と暗黙知のジョイント・モ 

デル」 

すなわち、形式知と暗黙知を効果的に組み合わ

せることによって 

①  技術移転の高付加価値化 

海外子会社の高利益率を通じて親会社の

高ロイヤルティ収入の実現 

①  競争優位の確立 

特許ライセンス供与などの技術的優位（ 

＝形式知）にノウハウ提供・技術指導（＝暗

黙知）を組合せることにより、競合他社の模倣

を困難にし、参入障壁を築き、競争優位を確立

させる。 

 

【進化発展型】「技術移転サイクルモデル」 

すなわち、技術移転後の新知見等のフィードバ

ック機能を活用することにより、 

①  移転元の親会社で新たな知識創造（研究開

発） 

②  反復継続的な再技術移転・長期的なリター

ン（ロイヤルティ）の追求（契約スキーム

の構築 etc）を行う。 

 

以上、【基本型】の機能に【進化発展型】の２

つの機能が付加されることにより、より強力な

ロイヤルティ獲得が可能となり、国際競争力の

ある技術移転モデルとなる。 
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